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デジタルやテクノロジーを活用した
日本郵政グループ各社の取組について
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１ お客さま向けデジタルチャネルの拡充
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お客さまにより簡単・便利に荷物を差し出していただけるアプリとして、2018年3月に日本郵便アプリに送り状印字機能を追加、
2018年9月に送り状印字に加え事前決済等の便利な付加サービスが利用できるスマホ割アプリをスタート。

 スマホ割アプリ ：専用アプリを使って差出すことで、基本運賃から180円割引など各種割引をゆうパックの差出ができる専用アプリケーション。
クレジットカードで差出前の事前決済や、拠点受取サービスなどを利用可能。

 日本郵便アプリ：追跡情報の照会や郵便番号検索など、郵便局の各種サービスを提供する複数の機能を有するアプリケーション。
送り状印字機能も有しており、ゆうパック及びゆうパケットの差出が可能。

<概要>

<サービスイメージ>

郵便・物流事業におけるお客さま向けスマホアプリ日本郵便
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「JP生活サポート保険」デジタル申込みの提供開始日本郵便
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「スマートスピーカーを活用した郵便局のみまもりサービス」日本郵便

4

体調・食事・睡眠等を定期的に確認。

地方自治体向け
サービス管理画面

家族向け
LINEアプリ

お知らせ通知・配信状況確認生活状況確認結果の把握

利用者サポート

（スピーカーから呼びかけ）

今日の体調は
いかがですか？

（回答）

「元気です」

生活状況の確認

写真・動画送信

利用マニュアル
みまもり訪問
サービス

利用者の生活状況が随時確認可能。

ビデオ通話
家族と非接触・非対面コミュニケーショ
ンが可能。

地方自治体からのお知らせをスマートス
ピーカー・電話へ通知。また、通知したお知
らせの配信状況（既読、未読など）が確
認可能。

家族から利用者へ写真・動画を
送信可能。

マニュアル類やみまもり訪問サービス提供
（要調整）による定期フォロー。

お話カード

サービス概要

○ 2019年10月に、総務省の郵便局活性化推進事業として、岩手県遠野市で、ICTを活用したみまもり
サービス（スマートスピーカーを活用したみまもりサービス）の実証事業を実施。

○ その後、3年間に渡り、複数の地方自治体（長野県大鹿村、静岡県袋井市、兵庫県神河町、広島県
三次市）において試行を実施しつつ、事業性の検証とアプリケーションの機能改善を実施。
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 社会経済の変化に対応すべく、「安心・安全」を最優先に、幅広いお客さまの満足度（UI/UX※）の高いデジタルサービスの充実を
目指す。

 窓口（リアル）サービスを維持しつつ、口座開設等を契機としたデジタルチャネルへのシームレスなトスアップのルートを確保。

 デジタルサービスのエントリー商品である通帳アプリの機能充実を図り、スマホの中で主要な銀行取引が完結する世界を創る。

 通帳アプリを起点として、新規構築する家計簿・家計相談アプリを中核とした共創プラットフォームへの送客を図り、様々な利便
性の高いサービスを提供。

デジタル戦略

※1 User Interface/User Experienceの略。操作性や使い勝手の向上を図るとともに、お客さまの体験価値の向上を目指す。 ※2 各機能のリリースタイミングは予定。

 店舗等、リアルチャネルのネットワークに、

デジタルサービスへのアクセスチャネルを追加

リアルチャネル

○コールセンター

通帳アプリサポートデスク

（22/1～）

○口座開設アプリ（デジタル）

（22/5～ サービス開始）

○スマホによる

ATM入出金機能

（23/5～）

○窓口タブレット（リアル）

（22/2～ 試行実施）

共創プラットフォーム

共創プラットフォーム戦略

家計簿・家計相談アプリを構築

資産の見える化

収支管理

スマホ内決済

家計簿機能 家計相談機能

ライフプラン
シミュレーション

レコメンド機能

 総合的収支管理
 金融資産の見える化

（当行内外）

 資産形成意欲等醸成
 当行内外サービスの
 クロスユース促進

広告・連携

...etc

保険かんぽ商品 証券

eコマースローン AI（ロボアド等）

○新デビットカード・楽天カード（ゆうちょ銀行デザイン）

取扱開始

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト

⇒ 郵便局のキャッシュレス化にも寄与

【Keyword：24時間営業のデジタル窓口】

ゆうちょ通帳アプリを中心としたデジタルサービスの充実

デジタルチャネル

21/12末時点 426万人
（21/3末比＋142万人）

機能追加
（利便性向上）

Yucho In Hand

25年度目標：1,000万人超

見る
（残高・入出金）

育てる
(投信)

届け出る
（住所変更等）

借りる
(口座貸越)

知る
(お知らせ)

支払う
(払込み)

使う
（ATM入出金）

送る
(送金)

22/3※2

23/5※2

23/5※2

22/1～

22/1～

22/1～

ゆうちょ銀行
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お客さま体験価値(CX)の向上

 お客さま体験価値の向上の観点から、保険サービスを抜本的に見直し、お客さまの利便性や募集品質を向上させることで、「かん
ぽ生命に入っていてよかった」と感動いただけるよう取り組みます

 その体験価値をご評価いただいたお客さまから、そのご家族や知人、さらには地域・社会全体へ、かんぽ生命をお勧めいただくこ
とで、お客さまを広げていきます

利便性の向上・募集品質の確保

新契約 アフターフォロー ～ 請求

各種手続きのデジタル化やカスタマーサービス
センターの専門スタッフによるオンラインでの

同席により手続きをその場で完結

カスタマー
サービス
センター

新たなアプリケーションを導
入し、お客さま一人ひとりに
寄り添って、ニーズに即した

最適なご提案

窓口

お客さまデータベースを構築し
チーム一体で、きめ細やかな

あたたかみのあるサポートの提供
フロント

(コンサルタント
/窓口)

バックオフィス 各種手続きのフロント完結やデジタル技術の活用により
バックオフィス事務の効率化の実現

か
ん
ぽ
生
命

オンライン同席 チャット

疑問点に
お答えします

多様な年代・価値観の
全てのお客さま

～「かんぽ生命に入って
いてよかった」

と感じていただく体験～

自分に必要な
保障が分かった

その場でスムーズに
契約できて便利だった

かんぽへの電話連絡だけで、
スムーズに保険金を受け取れた

自分のことをよく分かってもらえている/
丁寧なフォローで、簡単、タイムリーに請求できた

新たなデバイス 手続きデジタル化

AI-OCR

eKYC

コンサルタント

窓口

お客さまデータベース

コンサルタント

カスタマー
サービス
センター

ご契約
情報

取引
情報

お問合せ
情報 等

…

家族や知人に、是非かんぽ生命の保険サービスをお勧めしてみたい

かんぽ生命
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（参考）中計期間中に目指す姿

• DXの取組みを着実に進め、お客さま体験価値（CX）を最優先とするビジネスモデルへと転換

• リアルとデジタルを織り交ぜて、お客さまの利便性を高め、チーム一体でのきめ細やかなサポートと充実したアフターフォロー
を実現

一人ひとりに
寄り添う

最適なご提案

その場で
完結する簡便な
手続きの提供

チーム一体での
きめ細やかな
サポート

お客さまとの
つながりを重視
したアフター
フォローの充実

 デジタルを活用したツールによりお客さまのニーズや必要な保障内

容を可視化すると共に、ご家族にもオンラインで同席いただき、お

客さま一人ひとりに寄り添う最適なご提案を実現

 デジタル技術の活用により、お客さまのニーズに応じて、オンライ

ン、対面等様々なお申込み・ご請求形態を選択いただく

 専門スタッフ（カスタマーサービスセンター）のサポート等によ

り、その場で手続きが完了

中計期間中に目指す姿

1

2

3

4

 お客さまのご契約情報やお問合せ情報等をお客さま単位で集約した

お客さまデータベースを構築

 コンサルタント、郵便局窓口、カスタマーサービスセンターなど、

お客さまにご対応する全ての社員がチーム一体で、きめ細やかなあ

たたかみのあるサポートを提供

 訪問による対面対応に加えて、電話・TV会議など様々な方法によ

る手厚いアフターフォローや、メール・SNS等によるお客さま毎に

最適なタイミングでのアフターフォローを行い、お客さまのニーズ

に幅広くお応えする

ご契約申込書

ご契約
申込書

データベース

データベース

お客さま

ご家族 カスタマーサービスセンター

窓口社員

オンライン同席

窓口

コンサルタント コールセンター

インターネット
（マイページ）

ご契約申込書

カスタマー
サービスセンター窓口社員お客さま

サポート

窓口社員
カスタマー

サービスセンター コンサルタント

チーム一体でサポート
充実したアフターフォ

ロー

34

手続きがその場で完結幅広いチャネルを選択可能

2 2

オンライン同席等を
活用した最適なご提案

1

かんぽ生命
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２ デジタルやテクノロジーを活用した
郵便・物流業務の効率化

8



ｓあ

日本郵便の課題認識
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6,047 7,212

7,883 8,590
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5,001 

4,418 
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3,198 3,177 
3,108 

3,193 

3,363 

3,486 
3,595 3,570 

3,704 

3,978 

4,212 4,261 

100% 99%
97%
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112% 112%

116%
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132%

133%

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

取扱個数 成長率(対2007年)

出典：「平成 28 年版情報通信白書」（総務省）より作成 出典：「平成30年度 宅配便取扱実績について」（国土交通省）より作成

生産年齢の人口の減少

AI等の新しい技術で「人」を支援し、“誰でも簡単に配達できる仕組み”を確立

EC拡大等による宅配便個数の増

構造的な人手不足への対応策が急務

(万人) (百万個)

推計値

AIによる配達ルート自動作成などを活用した配達業務支援システム①

Copyright © 2020 JAPAN POST Co.,Ltd. All Rights Reserved. 

日本郵便
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日本郵便の現在の業務モデルと試行業務モデル

AIによる配達ルート自動作成などを活用した配達業務支援システム②

Copyright © 2020 JAPAN POST Co.,Ltd. All Rights Reserved. 

日本郵便
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・2016年度から実証実験を実施
・2018年11月に福島県において郵便局
間での荷物輸送を実施

・2019年12月～2020年1月に福島ロ
ボットテストフィールドで実証実験
を実施

・2020年3月及び11月～2021年2月に東
京都奥多摩町で個宅配送を試行

・2021年11月～2022年1月には、同町
において配送ロボットとの連携によ
る配送を試行

・2017年12月及び2019年1月に福島県
において実証実験を実施

・2020年1月に神奈川県で実証実験に
協力

・2020年3月に日本郵便本社ビル内で
社内便配達の試行を実施

・2020年9月～11月に東京都千代田区
で公道走行実証を実施

・2021年3月に千葉県でマンション内
の個宅配送を試行

・2018年3月に東京都の千代田霞が関
郵便局から西新橋郵便局を経由して
銀座郵便局までの間で実証実験を実
施

・2019年3月に東京都江東区の東京国
際郵便局から新東京郵便局までの間
及び新東京郵便局構内で実証実験を
実施

○ 安定的で持続可能な郵便・物流事業のサービス提供を実現するため、ドローン、配送ロボット、自動運転
車など先端技術の活用に向けた取り組みを進めています。

○ 今後の制度整備にともなう技術開発の動向も見据えつつ、実用化を目指し引き続き取り組んでまいりま
す。

先端技術を活用した輸配送の高度化に向けた取り組み

日本郵便
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３ デジタルやテクノロジーを活用した
事務作業の効率化
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デジタルの活用による事務の効率化

 窓口、コンサルタント

各種手続きのデジタル化を推進し、「その場で完結」や「ペーパーレス」を目指していく
（タブレットなど新たなデバイスの増配備・活用を検討）

 バックオフィス（事務センター等）

RPA（※１）やAI-OCR （※２）の活用により、自動処理の範囲を拡大

※１ Robotic Process Automationのことで、パソコンに搭載したソフトウェア型ロボットの操作画面上に、仕事の流れを一度登録することで当該ロボットが操作代行し、業務自動化を実現するも
の。
※２ Artificial Intelligence - Optical Character Recognitionのことで、AIに学習させることにより識字率が向上し、文字の読み取り位置を自動抽出できるため、企業ごとに書式が異なる請求書等
の「非定型帳票」にも対応が可能な技術のこと。
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直営店窓口・貯金事務センター等の業務改革

 定型的な取引のセルフ処理環境（窓口タブレット等）を整備し、デジタルチャネルの充実と併せ、お客さまの取引チャネルの
選択肢拡充と、窓口業務の効率化を並進。

 デジタル技術を組み合わせた総合的な業務の自動化により、貯金事務センター業務を改革。

従来の

典型的な

事務の流れ

目指す姿

お客さま
基幹系
システム

営業店 貯金事務センター

紙・帳票

で受付

マニュアル作業

（帳票⇒検査⇒システム入力）

お客さま
基幹系
システム

営業店 貯金事務センター

事務フロー見直し
・システム化等

ATMの徹底活用

窓口タブレット導入

非接触/非対面
ニーズ拡大

セルフ処理
促進 通帳繰越機能

付ATMの配備

AI-OCR※1

デジタルチャネル
ＡＰＩ※3等

窓口タブレットをデジタル
チャネルのゲートウェイに

通帳アプリ等機能強化

コールセンター・パートナーセンター
（お客さま・郵便局からの照会対応）

AI・チャットボット
等の活用

AI-OCR・RPAの拡大 BPMSの導入

デジタル完結による
事務レス化

自動処理範囲
を拡大 BPMS※2

R
P
A

R
P
A

R
P
A

行政機関からの預貯金等の
照会・回答業務のデジタル化

※1 AIを活用し、手書き文字等の認識率を向上したOCR。
※2 Business Process Management Systemの略。RPAを自動で起動したり、人による確認作業等を要求するなど、業務フローをシステム的に制御し、自動的に工程管理を行うシステム。
※3 Application Programming Interfaceの略。スマホアプリや外部システム等のデジタルチャネルと銀行内のシステムを接続するための標準技術。

ゆうちょ銀行
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